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②設備機械の買い替え時における省エネ性能の位置付け及び導入意向 
 省エネ性能に関しては機器類の更新時には検討項目になっている事業者が多かっ
た。実際の導入にはコスト面での負担が大きいのか、補助制度などがあれば導入した
いという意見が半数近くあった。導入については「予定がない」と回答した事業者が
多かった。 
 
●検討の有無 

 
 
 
 
 
 

●導入意向 
 
 
 
 
 
 
 

 
③事業者所有車の EV 等の割合及び導入意向 
 一部事業者では PHEV、ハイブリッド車が導入されていた。設備などに比べると導
入に対しては否定的な意見が多かった。 
 
●導入の有無 

 
 
 
 
 

回答総車両数 320 100%

EV 0 0%

PHEV 1 0%

ハイブリッド 16 5%

合計 17 5%

有効回答 74

優先項目にしている 19 26%

検討項目にしている 44 59%

他の項目を優先している 4 5%

検討対象にしていない 7 9%

有効回答 74

予定している 5 7%

したい 12 16%

補助があれば 34 46%

予定なし 23 31%

したくない 0 0%
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●導入意向 
 
 
 
 
 

 
 
 
④「ゼロカーボンシティ宣言」や脱炭素の取組、再生可能エネルギーの導入は事業にど
のような影響があるか 
 40％の事業者が自身の事業への影響について「わからない」と回答した。事業者向
けの情報も不足していると考えられ、町だけでなく、国や道の補助制度、取組目標な
ど、事業者の積極的な行動を促す情報発信が必要ではないか。なお、「わからない」を
除くと「とてもいい影響がある」「良い影響がある」との回答が過半数になった。 

 
 
 

 

有効回答 44 100%

予定している 2 5%

したい 2 5%

補助があれば 9 20%

予定なし 29 66%

したくない 2 5%

無回答 0 0%
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5．省エネモデル（AIM〈環境研〉モデル）の設定 （本編 p.34） 

 

①条件設定 

 

 
 

 省エネモデルの策定にあたり、表のような条件を設定した。なお、各種計算において
は、『「地方公共団体実行計画（区域施策編）策定・実施マニュアル（算定手法編）」（令
和 4 年 3 月）』及び『「地方公共団体における長期の脱炭素シナリオ作成方法とその実現
方策に係る参考資料(Ver1.0 令和 3 年 3 月 環境省)』、国立環境研 AIM プロジェクト
チームの『2050 年脱炭素社会実現の姿に関する一試算」』及び『2050 年脱炭素社会実
現に向けたシナリオに関する一分析』をもとに行った。 
 なお、廃棄物分野については、「一般廃棄物処理事業実態調査結果の概要（令和元年
度実績）」（北海道）において、道民 1 人１日あたりのごみ排出量が過去 10 年で約 7％
減少していることを踏まえて、今後も同程度のごみの減量化に取り組むこととして設定
した。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

環境研モデル

産業部門 環境研モデル推計変化量

業務その他部門 環境研モデル推計変化量

家庭部門 環境研モデル推計変化量

運輸部門 環境研モデル推計変化量

廃棄物分野 10年で7％減量の変化率を元に
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②産業部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 
 

産業部門においては、産業用ヒートポンプなどの普及拡大により、2050 年には 2018
年と比較して、エネルギー消費量が 22～33％ほど減ることが見込まれる。
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③業務その他部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 
 

業務その他部門においては、LED 化 100％や断熱建築物の普及などにより、2050 年
には 2018 年と比較して、エネルギー消費量が 51％ほど減ることが見込まれる。 
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④運輸部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 

運輸部門においては、電動自動車(BEV や FCV)の普及拡大により、2050 年には 2018
年と比較して、エネルギー消費量が 74～79％ほど減ることが見込まれる。  
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⑤家庭部門の省エネの将来像 

 

 

 

 

出典：2021 年 国立環境研究所 『2050 年脱炭素社会実現に向けたシナリオに関する一分析』 
 

家庭部門においては、LED や高断熱住宅の普及拡大や暖房・給湯の電化により、2050
年には 2018 年と比較して、エネルギー消費量が 53％ほど減ることが見込まれる。  
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⑥家庭部門で導入が見込まれるエネルギー管理システム・高断熱住宅 

 

 
出典：資源エネルギー庁　『家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬』 

 

 

出典：(左図)資源エネルギー庁 『家庭の省エネ徹底ガイド春夏秋冬』 
(右図) 環境共創イニシアチブ 『2020 年の経済産業省と環境省の ZEH（ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス）補助金について』 
 

家庭部門における省エネ化の中に、上記の HEMS のようなエネルギー管理システム
や ZEH のような高断熱住宅の普及拡大が見込まれている。 
 

 

 


